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1 　はじめに
北海道は、わが国の食料供給基地として、安全・安

心でおいしい食料を国民に安定的に供給し、国民生活
に大きな役割を果たしてきた。同時に、北海道の農業
や水産業等の 1次産業は、雇用や輸移出による域際収
支の改善という形で、北海道の地域経済にも貢献して
きた。その北海道の強みといえる1次産業とも関連し、
重要な北海道の輸移出産業の一つに食品製造業（産業
中分類「食料品製造業」＋「飲料・たばこ・飼料製造
業」）があげられる。北海道の農林水産物および食品は、
首都圏等で開催される北海道物産展ではその魅力と人
気の高さにより多くの集客力があり、また中国をはじ
めアジア諸国においても道産品は高いブランド力を有
している。
さて、北海道の人口は1997年の569.9万人、道内総

生産は1996年の20.9兆円（名目値）をピークにいずれ
も減少傾向にあり、今後もその傾向は続くと予測され
ている中、北海道の強みである 1次産業と連携して、
食品製造業の振興を図り、「食」関連産業を核として
地域経済の活性化を図っていくことが重要と考えられ
る。実際、昨年（平成22年）、北海道では、「食クラス
ター連携協議体」が発足し、産学官連携のもと食の高
付加価値化等を目指した活動が本格展開し始めて
いる。
本研究論文では、北海道の食クラスター形成を目指

した基礎的研究として、北海道の食品製造業の位置づ
けを整理し、北海道の食料品製造業の課題といわれて
いる付加価値率に関してその変動要因分析を行う。ま
た、平成17年北海道地域産業連関表（平成22年 3 月公
表）を活用し、北海道の食品製造業の競争力や道内経
済への経済波及効果・雇用創出効果等を推計し、北海
道経済における食品製造業の貢献度を把握する。
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2 　北海道における食品製造業の位置づけ
北海道の食品製造業の主な特徴についてあげる。

⑴  特徴 1　北海道は全国有数の食品製造地域

工業統計（2008年）をもとに、都道府県における北
海道の食品製造業の位置づけをみると、製造品出荷額
等は 2位、付加価値総額は 4位、従業者数と事業所数
は 1位となっている。北海道は、全国有数の食品製造
地域といえる。ただし、付加価値率は42位と下位に位
置し課題といえる。

⑵  特徴 2　食品製造業は生産・雇用への貢献が大きい

工業統計（2008年）をもとに、都道府県毎の製造業
出荷額等に占める食品製造業出荷額の割合をみると、
北海道は36.6％と、鹿児島県に次いで高い（ 2位）。
また、製造業従事者数に占める食品製造業従事者数の
割合についても、北海道は48.1％と、沖縄県に次いで
高い（ 2位）。さらに、平成22年版食料・農業・農村白
書をみると、地域内総生産における食料関連産業（農
漁業、食品工業、関連流通業、飲食店）の割合は、北
海道が14.8％と最も高く、次いで、東北13.0％、九州
12.4％と続いている。
北海道では、地域経済において、食品製造業を含む

食料関連産業の生産・雇用への貢献が大きいといえる。

⑶  特徴 3　北海道の域際収支の改善に寄与

北海道経済産業局「平成17年北海道地域産業連関表
（53部門表）」により、農林水産業の域際収支（輸移出
＋輸移入）をみると、全体で3,691億円の黒字、同じ
く飲食料品（食品製造業）については、全体で1,768
億円の黒字となっている。北海道経済において、農林
水産業および飲食料品（食品製造業）は、　域際収支
の改善に寄与しているといえる。

3  　北海道の食料品製造業の付加価値率変動に関する
要因分析
3 - 1 　北海道と都府県の付加価値率の推移
北海道の食料品製造業は、金額ベースでは他の都府
県と比較して相対的に大きいものの、長年、克服すべ
き課題は、その付加価値率の低さといわれてきた。そ
の背景には、 1次加工や低次加工の製品が多いことな
どが指摘されている。2007年においても北海道の食料
品製造業（飲料・たばこ・飼料製造業を除く）の付加
価値率は28.7％と、宮崎県、鹿児島県に次いで低い（45
位）。しかし、1985年のプラザ合意以降、つまり急激
な円高によって財やサービスの国際間取引が拡大した
以降、依然として北海道と都府県の付加価値率には格
差があるものの、その格差は縮小傾向にある（図 1）。
本節では食料品製造業の重要性が高い北海道を対象
として、工業統計をもとに、　1985年のプラザ合意以
降、食料品製造業（飲料・たばこ・飼料製造業を除く）
の付加価値率の変化率に影響した業種を明らかにする。

3 - 2 　要因分析の意義と分析の時期区分
⑴  地域の生産性を示す付加価値率

付加価値額は、付加価値率と出荷額の積で決定され
る。つまり、次の関係式が成立する。
付加価値額A＝付加価値率R（＝A÷Y）×出荷額Y

■ 食料品製造業の付加価値率変動要因と地域経済貢献 ■

y = －0.001x ＋ 0.1022
R２ = 0.4813
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図１　北海道と都府県の付加価値率とその差の推移
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図 2は、出荷額・付加価値額・付加価値率の関係を
示している。横軸に出荷額、縦軸に付加価値額を取
り、出荷額がY1である時、傾きである付加価値率（R1
→R2）が変化すれば付加価値額（A1→A2）も変化す
る関係を示している。
地域の活性化を考える場合、地域の付加価値額をい

かに維持・向上させるかということが重要となる。地
域の付加価値額が増えれば、地域の雇用や賃金、企業
の営業余剰も増え、地域経済の維持・発展につながる。
その付加価値額を左右する付加価値率は、地域の生産
性（粗利益率）を意味しており、その変化に影響した
業種を明らかにすることは意義があると考えられる。

⑵  要因分析の時期区分

北海道の食料品製造業の付加価値率と対前年伸び率
をもとに、分析対象期間を大きく 3期に区分する。
①　高伸期（1985年～1992年）
1985年から1992年まで付加価値率は上昇傾向にあ
り、この間の付加価値率の対前年平均伸び率は3.1％
と、後述する他の期間と比較して高い伸びを示してい
た期間である。
②　低伸期（1993年～2001年）
それまで着実に上昇傾向を示していた付加価値率で

あったが、バブル経済の崩壊と歩調を合わせるように
1993年から低い伸び率となった。この間の付加価値率
の対前年平均伸び率は1.0％となっている。

③　漸減期（2002年～2007年）
2002年から2007年までの付加価値率は、当初は前年

の付加価値率の伸び率が 0％を境に一進一退を続けて
いたが、次第にマイナスへのふれが大きくなった期間
である。この間の付加価値率の対前年平均伸び率は－
1.4％となっている。

3 - 3 　分析結果
要因分解式を用いて分析した結果を、図 3および表
1に示している。各期の分析結果について述べる。
⑴  高伸期（1985年～1992年）

付加価値率の変化率は20.9％と大きな伸びを示した
期間である。この変化率を要因分解した結果、業種間
構成割合の変化が4.5％（寄与度0.216）、個別業種の付
加価値率の変化が17.0％（寄与度0.817）となった。こ
の結果から、全体の付加価値率の変化率には、個別
業種の付加価値率の変化が大きく貢献したといえる
（図 3）。
具体的な業種についてみると、個別業種の付加価値

率の変化の上位である「乳製品製造業（要因値0.0233）」
「その他の水産食料品製造業（要因値0.0183）」、次いで、
業種間構成割合の変化の上位である「他に分類されな
い食料品製造業（要因値0.0142）」の貢献が大きかっ
たといえる（表 1）。

⑵  低伸期（1993年～2001年）

付加価値率の変化率は8.3％と、高伸期と比較して
小幅な伸びを示した期間である。この変化率を要因分
解した結果、業種間構成割合の変化が2.6％（寄与度
0.317）、個別業種の付加価値率の変化が5.8％（寄与度
0.701）となった。この結果から、高伸期に続き低伸
期においても、全体の付加価値率の変化率には、個別
業種の付加価値率の変化が貢献したといえる（図 3）。
具体的な業種についてみると、個別業種の付加価値

率の変化の上位である「その他の水産食料品製造業（要
因値0.0200）」、次いで、業種間構成割合の変化の上位
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である「他に分類されない食料品製造業（要因値
0.0174）」と「乳製品製造業（要因値0.0113）」の貢献
が大きかったといえる（表 1）。

⑶  漸減期（2002年～2007年）

付加価値率の変化率は－6.3％と減少を示した期間
である。この変化率を要因分解した結果、業種間構成
割合の変化が0.4％（寄与度－0.058）、個別業種の付加
価値率の変化が－6.7％（寄与度1.062）となった。こ
の結果から、付加価値率がマイナスの伸び率に転じた
中でも、浮揚効果として寄与したのが業種間構成割合
の変化であったといえる（図 3）。
具体的な業種についてみると、業種間構成割合の変

化の上位である「冷凍水産物製造業（要因値0.0196）」
「その他のパン・菓子製造業（要因値0.0091）」「乳製
品製造業（要因値0.0085）」がマイナス幅の縮小に貢
献が大きかったといえる（表 1）。

3 - 4 　小括
以上の分析結果から、付加価値率の変化率にプラス
に寄与した要因について、高伸期と低伸期では主に個
別業種の付加価値率の変化が貢献し、また漸減期では
主に業種間構成割合の変化（製造品出荷額等割合の変
化）がマイナス幅の縮小に貢献したといえる。
分析結果で示された乳製品や水産品等をはじめとす
る業種は、北海道の強みである 1次産業と関連した食
料品製造業であることがポイントである。分析結果か
ら、北海道における食料品製造業の付加価値率を高め
ていくためには、北海道の農林水産物の強みをいかに
活かしていくかが重要であると考えられる。

4 　北海道における食品製造業の北海道経済への貢献度
4 - 1 　北海道の産業別の競争力と生産波及効果
2 において、北海道の食品製造業は、地域経済・雇

用において重要な位置づけにあることを確認した。そ
こで、食品製造業の競争力や地域内への生産波及効果
は北海道内の他産業と比較してどのような位置づけに
あるのか、北海道経済産業局「平成17年北海道地域産
業連関表（53部門表）」を活用し分析を試みる。
⑴  競争力を示すRIC指数

競争力を表す指数については、他地域と比較して競
争力のある産業の財・サービスが道外に輸移出される
という視点に立ち、産業別に、道外への輸移出から道
外からの輸移入を差し引いた域際収支を道内総生産
で除し、道内で生産された財・サービスがどの程度、
純輸移出あるいは純輸移入されたかを示す「RIC
（Revealed International Competitiveness）指数」に
より把握することとする。

RIC指数＝（域際収支＝輸移出額－輸移入額）
÷道内総生産×100（％）

■ 食料品製造業の付加価値率変動要因と地域経済貢献 ■
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図３　食料品製造業の付加価値率変化の要因分解：北海道

表１　 食料品製造業の付加価値率変化の要因分解の詳細（要因値）：
北海道

順位 （ri0＋ri1）（wi1－wi0）
業種間構成割合の変化

（wi1＋wi0）（ri0－ri1）
個別業種の付加価値率の変化

高伸期（1985～1992年）　※プラス値の上位 5 品目

1 他に分類されない食料品製造業 0.0142 乳製品製造業 0.0233
2 冷凍水産食品製造業 0.0110 その他の水産食料品製造業 0.0183
3 冷凍調理食品製造業 0.0073 砂糖製造業 0.0141
4 生菓子製造業 0.0045 冷凍水産物製造業 0.0098
5 水産缶詰・瓶詰製造業 0.0037 その他のパン・菓子製造業 0.0051

低伸期（1993～2001年）　※プラス値の上位 5 品目

1 他に分類されない食料品製造業 0.0174 その他の水産食料品製造業 0.0200
2 乳製品製造業 0.0113 めん類製造業 0.0064
3 冷凍水産食品製造業 0.0099 精米業 0.0034
4 冷凍調理食品製造業 0.0089 他に分類されない食料品製造業 0.0031
5 ビスケット類・干菓子製造業 0.0062 冷凍水産食品製造業 0.0028

漸減期（2002～2007年）　※プラス値の上位 5 品目

1 冷凍水産物製造業 0.0196 冷凍水産食品製造業 0.0066
2 その他のパン・菓子製造業 0.0091 動物油脂製造業 0.0007
3 乳製品製造業 0.0085 でんぷん製造業 0.0003
4 生菓子製造業 0.0080 その他のパン・菓子製造業 0.0002
5 肉製品製造業 0.0065 味そ製造業 0.0002

注：食料品製造業の分析対象品目数は、高伸期33品目、低伸期31品目、漸減期28品目である。
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⑵  生産誘発効果の程度を表す生産波及指数

道内への生産誘発効果の程度を表す生産波及指数に
ついては、 1単位の最終需要が発生した場合に、輸移
入による調達に伴い域外に流出した分を除く、道内産
業に実際に生産増加をもたらす度合いを示す各産業の
影響力係数を用いる。

生産波及指数＝　　　　　　　　の各列和÷

の全産業列和の平均値

⑶  食品製造業の競争力と生産波及指数

分析の結果、飲食料品（食品製造業）は、　RIC指
数7.6％、生産波及指数1.19と第 1象限にあり、北海道
の他産業と比較して、相対的に競争力も高く、生産波
及効果も大きい産業であることが示された（図 4）。

4 - 2 　北海道における食品製造業の北海道経済への貢献度
北海道の食品製造業は相対的に競争力もあり生産波

及効果も大きいことが示されたが、北海道経済への貢
献度を定量的に把握するため、北海道経済産業局「平
成17年北海道地域産業連関表（53部門表）」をもとに、
次の 3つの分析を行った。

⑴  北海道の食品製造業による北海道内への経済波及効果

北海道の食品製造業の経済波及効果がどの程度ある
のか定量的に把握するため、2008年の北海道の食品製
造業出荷額（食料品製造業と飲料・たばこ・飼料製造
業の合計） 2兆1,655億円（直接効果）をもとに、こ
の生産・出荷のために投入される財・サービスを生産
するために誘発される生産効果（経済波及効果）を推
計した。その結果、北海道内への経済波及効果は 5
兆627億円と推計され、食品製造業出荷額 2兆1,655億
円に対して2.3倍の経済波及効果があると推計された
（表 2）。
経済波及効果に基づく粗付加価値額は 2兆2,439億

円であり、平成19年度道内総生産（名目値）18.4兆円
の12.2％を占める。また、経済波及効果に基づく雇用
機会創出効果は34万2,280人と推計され、平成19年度
の北海道の就業者数255.2万人の13.4％を占める。北海
道の食品製造業は、産業としての重要性に加え、道内
の他産業にも生産・雇用の面で貢献しているといえる。

⑵   北海道の食品製造業による北海道内・道外へ経済波及効

果の帰着状況

2008年の北海道の食品製造業出荷額（食料品製造業
と飲料・たばこ・飼料製造業の合計）2兆1,655億円（直
接効果）による全体の経済波及効果（道内＋道外効果）
は11兆6,021億円（対出荷額5.4倍）と推計された。そ
のうち、道内へ経済波及効果は 5兆627億円（対出荷
額2.3倍）、道外へ経済波及効果は 6兆5,393億円（対出
荷額3.0倍）と道外への効果が大きい（表 3）。
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図４　競争力（RIC）指数と生産波及指数の関係

表２　北海道の食品製造業による北海道内への経済波及効果

製造品出荷額・
総生産額効果

付加価値額・
粗付加価値額効果

従業者数・
就業者数効果

食品製造業 ① 2,165,523 597,883 89,267

経済波及効果 ② 5,062,731 2,243,986 342,280

対食品製造業 ②÷① 2.3 3.8 3.8

注 1： 食品製造業は、平成20（2008）年工業統計の食料品製造業と飲料・たばこ・飼料の合計値。
注 2： 経済波及効果は、平成20（2008）年食品製造業出荷額に基づく産業連関分析による推計値。

単位：100万円、人
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今後は、この道外に流出している効果を、いかに道
内で内部化するかが重要である。そのためにも、農林
水産業や食品製造業の連携に加え、道内の製造業や
サービス業等の他産業との連携強化が重要である。

⑶   農林水産物価格が10％低下した場合の食品製造業の製品

価格への影響

食品製造業の原材料である農林水産物価格が10％低
下した場合の食品製造業の製品価格への影響について
分析した結果、飲食料品価格は－3.8％（－0.03857）
低下すると推計された。
北海道では、地域の農林水産業と食品製造業が連結

した事例も多い。今後、国内はもとよりアジアをはじ
めとする海外への輸出を考えた場合、為替の影響だけ
ではなく、製造品自体の生産者価格は、北海道の食品
製造業の競争力の重要な鍵となる。その上からも、北
海道における農林水産業の生産効率性の向上をはじ
め、その生産基盤の維持・向上による安定した価格に
よる原材料の供給が、北海道の食品産業の振興におい
て重要と考えられる。

5 　総　括
本研究論文の結果から、次の政策的インスピレー

ションが考えられる。
第 1に、北海道の食品製造業は、地域の農林水産業

との関係性が他地域と比較して相対的に高いと考えら
れるため、自然環境に恵まれた北海道で生産された農
林水産物の安全・安心でおいしい等のブランド力を活
かした食品の製造・販売展開が重要であること。
第 2に、食品製造業の経済波及効果は、道内より道

外へ大きいことを考えると、地域経済の発展を考えた
場合、食関連産業の道内への内部化を図っていくこと
が必要なこと。
第 3に、食品製造業の競争力強化のためには、北海
道の農林水産業の生産効率性の向上をはじめ、その生
産基盤の維持・向上が重要であること。
北海道は、長年、わが国の食料供給基地として、安
全・安心でおいしい農林水産物や食品を安定的に、国
内はもとより海外にも供給してきた。今後とも、消費
者・需用者ニーズに対応した「食」の供給地として貢
献していくためにも、北海道の強みである食品製造業
および農林水産業をはじめとする食関連産業の振興、
つまり食クラスターの取組みが重要と考えられる。
最後に、2011年 3 月11日、東日本大震災の発生によ
り、東北地方をはじめ、わが国の社会・経済は混乱が
続いている。食品製造業・農林水産業および関連産業
においても、生産基盤の損壊、国内・海外での風評被
害など甚大な被害が発生し、農林水産物や食品等の、
品物不足、出荷停止、輸出規制、価格の不安定感など
国民生活に大きな影響が及んでいる。
わが国において、北海道の「食」の貢献がこれまで
以上に求められていると考えられる。
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表３　北海道の食品製造業による経済波及効果の道内・道外効果

食品製造業
出荷額

経済波及効果計
(総生産額効果) 道内効果 道外効果

出荷額 ･ 経済波及効果 2,165,523 11,602,114 5,062,731 6,539,384

対食品製造業出荷額 5.4 2.3 3.0

注 1： 食品製造業出荷額は、平成20（2008）年工業統計の食料品製造業と飲料・たばこ・飼料の合計値。
注 2： 経済波及効果は、平成20（2008）年食品製造業出荷額に基づく産業連関分析による推計値。

単位：100万円


